(別添様式１- １)
平成24年度当初予算　　　支出科目　款：民生費　項：社会福祉費　目：社会福祉諸費
	事業名: 福祉総合相談センター運営事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）

健康福祉部 地域福祉国保課 地域福祉担当　電話番号：058-272-8261
E-mail：c11219@pref.gifu.lg.jp　　　　　　　　　　　　　　　　
	事業費


　要求額：37,730千円（前年度予算額：36,626千円）
	事業内容


	１　事業の内容


　　　高齢者や障がい者本人、家族等が抱える悩みごと、相談ごとに対する対応のみならず、県民と直接接する各市町村、民間社会福祉施設職員とのバックアップ機能として、総合的かつ迅速に対応するため、「岐阜県福祉総合相談センター」を設置する。

　＜事業内容＞
　 ○福祉に関する総合相談窓口として、ワンストップサービスを提供
　 ○法律、住宅改修などに関する専門相談
　　　 高齢者等の生活を守るための法律相談や在宅介護を有効に行うための住宅改修、介護機器、リハビリなど関する相談に、弁護士、保健師などの専門家が対応する。
　 ○市町村等の支援
    　 市町村及び福祉関係者のサポート（後方支援）
　 ○インターネットホームページなどによる情報提供
    　 主な相談内容（よくある相談・質問）、対応方法などを掲載するとともに、相談事例集などを発行
	２　所要経費


  ・センター運営委託料　37,589千円

　　　　（内訳）人件費　33,578千円

事業費　 4,011千円
  ・県事務費　141千円
	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


	２　これまでの取組状況


・昭和62年「高齢者総合相談センター」設置（高齢者及びその家族が抱える福祉・保健・医療などに関する各種心配ごと、悩みごとに関する相談に対応）。当初は（財）岐阜県健康長寿財団に委託していたが、平成15年度から（社福）岐阜県福祉事業団へ委託
　・平成17年度から、高齢者に限らず、障がい者など福祉全般に関する総合相談を行うことを目的に「岐阜県福祉総合相談センター」として再整備
　＜近年の相談実績＞

	
	18年度
	19年度
	20年度
	21年度
	22年度

	高齢者分野
	546
	323
	396
	302
	198

	障害者分野
	754
	673
	787
	465
	1,000

	児童分野
	22
	11
	5
	10
	10

	女性分野
	130
	364
	225
	66
	219

	その他
	256
	169
	292
	354
	595

	合計
	1,708
	1,540
	1705
	1,197
	2,022


	３　これまでの取組に対する評価


　・福祉総合相談センターは、相談先がわからないような場合に、広い間口で対象を受入れ、必要であれば、公的サービス利用の情報提供や、他の専門相談機関を紹介することが可能である。
　・利用者にとっては、困ったことが起きた場合に、様々な内容について一カ所で相談できるワンストップサービスが提供されており、気軽に、或いは早期に適切な支援を受けることができる。
　・また、各相談機関の連携は重要かつ必要不可欠であるため、福祉相談関係機関連絡会議を開催し、連携・情報交換を実施している。
　・各分野における相談機能が充実してきている一方、少子高齢化社会の進展、地域のつながりの希薄化、経済情勢の悪化など環境の変化により、福祉課題が増大、複雑、深刻化しており、今後も引き続き、複合化・複雑化する相談に適切・迅速に対応していく必要がある。
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄付金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度
予算額
	36,626
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	36,626

	要求額
	37,730　　　　
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	37,730

	決定額
	37,606　
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	37,606


